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研究成果の概要（和文）：　近年の中国では，GDPあたりの省エネルギーとエネルギー源の転換が徐々に進みつ
つあり，全体としてCO2排出量はピークに近づきつつある．ただし，こうした省エネルギーやエネルギー転換の
状況には，省・自治区・直轄市レベルでかなりの地域差が見られ，経済構造の転換と環境対策が進んだ地域とそ
れらが遅れている地域との格差は縮まっていない．
　他方で，環境関連投資を増やすことが地方政府指導者の昇進につながっていることが統計データから示され，
部分的ではあるが，「一票否決制」が地方政府の環境政策を推進するのに効果があるといえる.

研究成果の概要（英文）：   In recent China, it is gradually progressing to save energy consumption 
per GDP and to change energy source. China's total CO2 emissions seem to be approaching their peak. 
However, the situations are different in each region. The regional disparities in structural change 
of industries and implementation of environmental measures are not reduced.  
   On the other hand, statistical data show that leaders of local governments can be promoted by 
increasing environmental investment. The system of "one vote rejection" is partially effective to 
promote local governments' environmental policies. 
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１．研究開始当初の背景 
 
中国は，2007年に CO₂排出で世界一となっ

て以降も排出量を増やし続け，世界の排出量
の 1/4を占めるまでに至っている．その一方
で，単位 GDP あたり CO₂排出量を 2020 年まで
に 2005 年比で 40～45%削減する目標を 2009
年に掲げ，2011 年からの第 12 次 5 カ年計画
では，単位 GDP あたりの CO₂排出を期間中に
17%削減する目標を盛り込んだ． 
 しかし，中国では地方政府幹部の業績は主
に GRP（域内総生産）成長率で評価されるた
めに，中央政府が強化した環境政策を執行す
る誘因がない．そのため，省エネ政策の実効
性を担保する手段として，地方政府に割り当
てられた省エネ目標を達成できなかった場
合には，他の業績が良くても地方政府幹部を
更迭する一票否決制を導入した． 
 その一方で，貧しい地域の地方政府は，所
得向上こそが最大の目的であることから， 
CO₂排出の増加にもかかわらず，エネルギー
多消費型産業の立地を誘致する誘因を持つ． 
中国の化石エネルギー起源の CO₂排出量を産
業部門別に見ると，最大の排出源である工業
部門のシェアが依然として低下せず，そこで
のエネルギー転換やエネルギー節約も進ん
でいない．所得向上を目指したエネルギー多
消費型産業の立地が，こうした傾向を生んで
いるとみられる． 
 
２．研究の目的 
 
上述の背景から 2つのリサーチクエスチョ

ンが生じる． 
 第 1に，中央政府は，貧しい地域の地方政
府幹部に対しても厳格に一票否決制を執行
しているかどうかである．省別の 1 人あたり
GRP の格差は，かねて中国経済の問題点とし
て取り上げられており、その格差是正が中国
の国内政策の大きな課題となっている．とこ
ろが，一票否決制を厳格に執行すれば，経済
格差是正を困難にする恐れがある．この二項
対立をどのように解消しているのか． 
 第 2 に，地域間格差の是正に配慮しつつ，
単位 GDP あたりエネルギー消費および CO₂排
出量の削減を進めていくことは可能かどう
かである．これを可能にするには，エネルギ
ー多消費型産業の立地を抑制するなど，地方
政府の既存の産業政策や環境・エネルギー政
策を転換する必要がある．しかし，これを政
治的・経済的に実現するにはどうすればよい
のか． 
そこで本研究は，中国の地方政府による低

炭素発展政策の実効性を評価し，地域間格差
を是正しつつ低炭素発展政策の実効性を高
めることのできる政策を明らかにすること
を目的とした．具体的な研究項目は下記の通
りである． 
 
A. 一票否決制の執行状況の解明． 

地方政府に省エネ政策を徹底させる最も
強力な政策手段とされる一票否決制の執行
状況を解明する．すなわち，中国政府が地方
政府幹部に対して，どの程度一票否決制を執
行しているかを明らかにする． 
 
B. 経済成長とエネルギー消費に関する地域
別構造分析と政策改革． 
省級行政区別に経済成長とエネルギー消

費の間の技術構造およびその変化を解明し，
それをもとに低炭素発展に向けて必要とな
る政策や産業構造転換の内容を明らかにす
る． 
 
３．研究の方法 
 
 研究項目 Aに関しては，各省・市・自治区・
省都都市における主要指導者（共産党書記と
省長・市長）の在任状況および個人属性（学
歴・年齢・在職期間・出身地・性別・民族な
ど）に関するデータを収集し，エネルギー消
費や環境関連投資のデータと合わせて分析
を行った． 
研究項目 Bに関しては，地域別年次別の経

済データとエネルギーデータを収集整理し，
分析を行った．また，中国の地方政府の環
境・気候変動と開発衝動をめぐる政治経済分
析に関する文献調査，および中国の地方政府
における低炭素都市建設の進展に関する文
献調査などを行った． 
 
４．研究成果 
 
(1)研究項目 Aに関連して，「一票否決制」が
有効に機能しているかどうかを，2005-2011
年における 30の省レベルの地方行政単位（チ
ベットを除く）の共産党書記と行政長官の昇
進を被説明変数とし，単位 GDPあたりのエネ
ルギー消費や環境への投資などを説明変数
とする回帰式により分析を行った．この分析
により，単位 GDPあたりのエネルギー消費は
地方指導者の昇進には有効ではないが，環境
関連の投資は条件付きで有効に作用してい
ることを明らかにした（劉，投稿中論文）． 
この結果から，政府が比較的コントロール

しやすい環境関連投資を増やすことが地方
政府指導者の昇進につながっており，逆に環
境関連投資を増やさなければ昇進に不利と
いう意味で，部分的ではあるが「一票否決制」
が，環境政策を推進するのに効果があるとい
うことができる． 
 
(2)研究項目 B に関連して，近年の中国のエ
ネルギー消費量の推移と CO₂排出量変化の要
因について分析を行った（竹歳，雑誌論文③）．
それによると，中国のエネルギー消費総量は
近年も増加を続けており，石炭の比率は依然
高い水準にある．しかし，石炭の比率は低下
傾向を示しており，替わって水力・風力・原
子力，および天然ガスの比率が上昇している．



これを反映して，CO₂排出総量の増加も頭打
ちの傾向が強まっている．CO₂排出量変化率
の要因分解の結果からは，GDP あたりエネル
ギー消費量変化率のマイナス効果と，エネル
ギー消費量あたり CO₂排出量変化率のマイナ
ス効果が，2010年頃から大きくなってきてい
ることが読み取れる．すなわち，近年の中国
では GDP あたりの省エネルギーと，エネルギ
ー源の転換が徐々に進みつつあり，全体とし
て CO₂排出量はピークに近づきつつあるとい
える． 
 ただし，データから読み取る限り，こうし
た省エネルギーやエネルギー転換の状況に
は，省・自治区・直轄市レベルで，かなりの
地域差が見られる．近年中国では電化率が高
まり，地域間での電力の移出入が増加してい
る．そして，沿海部の電力需要が特に増加し
ている地域では，輸送コストの問題や大気汚
染対策により石炭の消費量は減少している
ものの，電力の移入を通じて産炭地等での石
炭消費を絶対的あるいは相対的に増加させ
ている．これは，火力発電など炭素集約型産
業の国内での移動と見ることができる．産業
構造の転換や環境対策が進んだ地域では，省
エネやエネルギー転換も進んでいるが，一方
で，それらが遅れている地域も依然残ってお
り，この面での地域格差は縮まっていないと
いえる．  
 
(3)こうした炭素集約型産業の移動が，中国
の気候変動政策により，中国からアジアの
国々へ生じる懸念を指摘した（森，雑誌論文
①）．省エネや燃料転換などの政策は，石炭
産業やエネルギー多消費型産業の競争力低
下をもたらす．この悪影響に対して中国政府
は，過剰生産能力問題と併せて，輸出拡大で
克服しようとした．すなわち，補助金や国有
銀行融資を供与して，そうした企業の延命を
図るとともに，低価格での輸出を促進した．
さらに，その過剰生産能力を，中央アジアや
東南アジア，南アジアのインフラ整備に用い
るべく，それらの国々への進出を低利融資な
どで補助した．この結果，例えばインドネシ
アでは，政府の電力増強プログラムに対して，
輸出入銀行から低利融資をうけた中国企業
がすべての石炭火力発電所の新設を落札し，
温室効果ガス削減目標の未達成が懸念され
る事態となっていることなどを示した． 
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